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水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分対象面積について

　水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分について、経営所得安定対策等実施要綱（平成23年４月１日付け22経営第7133号農林水産事務次官依命通知）別紙13の３の（２）の④の規定に基づき、営農計画書等の内容により、追加配分に係る各取組の対象面積を取りまとめたので、下記のとおり報告します。

記

	新市場開拓用米の複数年契約（注１）
	a　

	そば（基幹作）の作付け
	          a　

	なたね（基幹作）の作付け
	          a　

	新市場開拓用米（基幹作）の作付け
	　　　　　a　

	
	うち、コメ新市場開拓等促進事業対象を除く（注２）
	　　　　　a　

	
	うち、コメ新市場開拓等促進事業対象（注３）
	　　　　　a　

	地力増進作物（基幹作）の作付け
	別紙のとおり

	
	うち、追加配分対象（注４）
	別紙のとおり


　　※　対象面積の根拠となる関連資料として、取組ごとの申請者名及び各申請者の作付予定面積　　の一覧、申請者ごとの添付書類の確認結果の一覧を添付してください（地力増進作物は除く）。

[bookmark: _Hlk127555953]注１　コメ新市場開拓等促進事業で採択された者のうち、令和８年産から新たに３年以上の契約を締結した取組を記入してください。
　　注２　コメ新市場開拓等促進事業）の対象を除く面積を記入してください。
　　注３　コメ新市場開拓等促進事業の対象面積を記入してください。
注４　地力増進作物の支援対象年度の前年度の追加配分実施面積を上限として、地力増進作物の支援対象年度の作付面積を記入してください。
ただし、地力増進作物の支援対象年度の作付面積が、前年度の追加配分実施面積を上回っている場合は、次の①及び②の合計面積を上限として、地力増進作物の支援対象年度の作付面積を記入してください。
①　前年度の地力増進作物の追加配分実施面積
②　水稲（加工用米、米粉用米及び新市場開拓用米を除く。）の支援対象年度の前年度からの作付減少面積と、地力増進作物の支援対象年度の前年度からの作付拡大面積との、いずれか小さい方の面積

【参考】水田活用の直接支払交付金の交付対象水田
	水田活用の直接支払交付金の交付対象水田
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